
一般財団法人 2028 年技能五輪国際大会日本組織委員会 

 

 寄付金等取扱規程 

 

（目的）  

第１条 この規程は、一般財団法人 2028 年技能五輪国際大会日本組織委員会（以下「当法人」という。）

への寄付金等の受入れに関し、必要な事項を定めることを目的とする。  

 

（用語の定義）  

第２条 この規程において用いる用語の定義は、次の各号に定めるところによる。  

(1) 「寄付金等」とは、寄付者が当法人に対し寄付として提供する現金、有価証券、物品、土地及び

建物等の資産をいう。  

(2) 「寄付者」とは、寄付金等を当法人へ提供する法人又は個人その他の団体をいう。  

(3) 「反対給付」とは、寄付者が当法人へ寄付金等を提供する見返りに、当法人の保有する資産、権

利及び情報等を求める行為をいう。  

(4) 「一般寄付金」とは、広く一般社会に募金活動を行うことにより受領する寄付金等をいう。  

(5) 「特定寄付金」とは、寄付者から次号を除き使途を特定されて受領する寄付金等をいう。  

(6) 「特別寄付金」とは、寄付者から第４９回技能五輪国際大会開催の費用を使途とし、寄付金総額

の過半を超えない範囲で当法人の運営に使用できるものとして受領する寄付金等をいう。  

 

（受入基準）  

第３条 当法人は、寄付金等が次の各号に掲げる基準を満たしているときは、その寄付金等を受け入れ

ることができる。  

(1) 当法人の事業運営に中立性公平性が確保でき第４９回技能五輪国際大会の開催理念に反しないこ

と。 

(2) 寄付金等が当法人定款第３条に定める目的の達成に資するものであること。  

(3) 寄付金等の受領が、現在及び将来にわたり当法人に負担を課すものでないこと。  

(4) 寄付者が、自ら又は第三者をして、寄付の事実について、寄付者自身やその所属先、あるいはそ

れらの商品・サービス等の広告・宣伝の目的をもって公表しないこと。  

(5) 寄付者が暴力団その他の反社会的勢力ではなく、また、反社会的勢力と関係がないこと。  

(6) 寄付金等のうち、展示その他の設置するための条件整備が必要なものについては、その場所が確

保できること。  

(7) 寄付金等のうち維持管理に相当な経費を要するものについては、予算面についても配慮するこ

と。  

(8) 係争の原因となるおそれがないこと。 

(9) 寄付金等を寄付しようとする者が当法人に対してその反対給付を求めないことが確認できるこ

と。 

(10) 寄付金等を受け入れることにより、当法人の業務に特段の支障がないと認められること。  



(11) 前各号に掲げるもののほか、法令の制限その他の制約がないこと。  

２ 前項に規定するもののほか、寄付に条件が付されているときは、その受領につき、会長の承認を受け

なければならない。  

３ 前２項にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 90条第４項第１号に規定する

重要な財産の譲受けに該当するときは、理事会の承認を受けなければならない。  

４ 第４条から第６条までに規定する寄付金が現金の場合、原則として５千円から受け入れるものとす

る。 

 

（一般寄付金）  

第４条 当法人は常時一般寄付金を募ることができる。  

２ 一般寄付金は、寄付金総額の 50％以上を前条第１項第２号の目的の達成のために定款第４条第１項

に掲げる公益目的事業の運営に使用するものとする。 

 

（特定寄付金）  

第５条 当法人は、寄付者から特定寄付金を受領することができる。  

２ 特定寄付金は、寄付者から付された資金使途及び寄付金等の管理方法について、会長が適当と認める

とき、これを受領することができる。  

 

（特別寄付金）  

第６条 当法人は、寄付者から特別寄付金を受領することができる。  

 

（受入手続）  

第７条 寄付金等を当法人に寄付しようとする者（以下「申込者」という。）は、寄付金等申込書を当法

人に提出しなければならない。なお、申込者が第２条第１号に規定する現金以外の寄付金等を当法人

へ提供する場合には、寄付金等申込書に記入する取得価格等を証する書類を併せて当法人に提出する

ものとする。  

２ 他の文書により提出され、寄付金等申込書の提出が困難な場合は、提出された文書をもって寄付金等

申込書とみなすことができる（以下「読み換え申込書」という。）。この場合において、読み換え申込

書に可否の決定に必要な事項の記載がないときは聞き取り等の方法により調査を行うものとする。  

３ 当法人は、寄付金等申込書又は読み換え申込書を受理したときは、第３条の基準によりその内容を審

査し、寄付金等の受入の可否を決定する。  

４ 寄付金等の受入を決定したときは、寄付金等受入決定通知書により、また、寄付金等を受入しないこ

とを決定したときは、寄付金等受入辞退通知書により、申込者に通知するものとする。  

５ 当法人は、寄付金等を受け入れたときは寄付金等受領書により申込者に通知するものとする。  

 

（寄付者の氏名等の公表）  

第８条 当法人は、寄付の功績を称える等の目的のため、寄付者の氏名又は団体名を公表することができ

る。ただし、寄付金等申込書において寄付者が同意した場合に限る。なお、公表を行うか否か及び公



表の態様等については、当法人が、その運営方針等を踏まえ、自由な裁量により決定するものとし、

これに対する寄付者の異議等は受け付けないものとする。  

 

（寄付者の個人情報）  

第９条 当法人は、寄付者から取得した個人情報を、法令の規定や当法人の定める個人情報取扱規程その他

の規程等に則り適切に取り扱わなければならない。  

２ 当法人は、寄付者の同意を得るなど法令の規定に従い、寄付者の個人情報を当法人の運営のために活用

することができる。  

 

（雑則）  

第 10条 この規程に定めるもののほか、寄付金等の取扱いに関して必要な事項は、その都度定めることが

できる。  

 

附 則  

この規程は、令和８年５月 29日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


